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第１章 総則

１ 策定の趣旨等

（１）趣旨

本県では、近い将来、南海トラフを震源とする巨大地震等の発生が予想され、また、異常

気象などによる甚大な風水害の発生も危惧される。特に、大規模な地震災害が発生した際に

は、災害対策本部などを立ち上げ、県庁を挙げて災害応急対策や災害からの復旧・復興にあ

たるとともに、災害時にあっても、県民生活や社会経済活動に重大な影響を及ぼす業務につ

いては継続しなければならない。

しかし、県自体も被災し、業務実施に必要不可欠なヒト、モノ、情報及びライフライン等

の人的・物的資源に制約を受け、業務の継続が困難になるおそれもある。

そうした状況下において、県の機能を維持し、県民の生命、財産を保護するという県の責

務を果たすため、最優先されるべき災害応急業務及び優先すべき通常業務などを非常時優先

業務として特定するとともに、業務実施に必要な資源の確保、配分等の措置を事前に講じて

おくことにより、災害時においても適正な業務執行が図れるよう平成２５年１０月に「大分

県業務継続計画（本庁版ＢＣＰ（Business Continuity Plan）」を策定した。

本庁のみならず、地方機関においても、県民生活に密接な業務を多く抱えており、非常時

に果たすべき役割が大きいことから、豊肥地域における「大分県業務継続計画（豊肥地域版

ＢＣＰ（Business Continuity Plan）」を策定する。

（２）業務継続計画の効果

計画を策定し必要な措置を講じることにより、業務立ち上げ時間の短縮や発災直後の業務

レベルの向上等の効果が得られ、下図のとおり高いレベルでの業務継続を行える状況に改善

することが可能となる。

出典：内閣府「地震発災時における地方公共団体の業務継続の手引きとその解説」

第１章 総則
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２ 業務継続計画の基本的な考え方

（１）業務継続の基本方針

大規模災害発生時においては、次の方針に基づき業務を継続する。

＜基本方針１＞

県民の生命、財産の保護を最優先する。さらに、被害の拡大を防止するとともに、行政機能

の低下に伴う県民生活や経済活動への影響を最小限にとどめるため、災害応急対策を中心とし

た非常時優先業務を優先的に実施する。

＜基本方針２＞

非常時優先業務の実施に必要な人員、資機材等の資源の確保・配分にあたっては、限られた

資源を最大限に有効活用するため、全庁横断的に調整する。

＜基本方針３＞

非常時優先業務以外の通常業務は、発災後しばらくの間、積極的に休止するか、または、非

常時優先業務の実施に支障のない範囲で実施する。

（２）地域防災計画との比較

地域防災計画は、県や市町村、防災関係機関が連携して実施すべき災害予防や災害応急対

策、復旧・復興など災害対策に係る業務を総合的に示す計画であり、一方、業務継続計画は、

災害時に県自体が被災し、利用できる資源（職員、資機材等）に制約が伴う状況下にあって

も、県が実施すべき地域防災計画に定めている災害応急対策業務や通常業務のうち非常時に

おいて優先すべき業務の実効性を確保するための計画である。

【業務継続計画と地域防災計画の相違点】

業務継続計画（ＢＣＰ） 地域防災計画

県、市町村、指定地方行政機関、指定

主 体 県 公共機関及び指定地方公共機関等の防

災機関

災害時に、県の業務資源が制約を受け 県をはじめとする防災関係機関が、県

計画の内容 た場合でも、非常時優先業務を適正に 民の生命・財産を災害から保護するた

遂行できるよう、あらかじめ対策等を め、災害対策として取り組むべき内容

検討し定めるもの を定めるもの

・優先度が高い通常業務 ・予防業務

対象業務 ・災害応急対策業務 ・災害応急対策業務

・優先度の高い復旧・復興業務 ・復旧・復興業務

（３）業務継続計画の対象

本計画の対象となる機関は、豊肥振興局管内（竹田市、豊後大野市）の県の地方機関とす

る。

第１章 総則
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第２章 被害状況の想定

１ 想定する地震災害

業務継続計画の策定にあたっては、幅広い対策を具体的に検討するため、その前提となる

災害を特定し、当該災害が発生した際の庁舎やライフライン等の被害をイメージする必要が

ある。

そこで、今後３０年以内の発生確率が７０％程度と高く、県内全域で震度５を越える揺れ

が想定され、また、３ｍを超える津波が沿岸市町村を襲う南海トラフを震源とする巨大地震

を本計画で想定する災害とする。

【南海トラフの巨大地震】

震源：東海、東南海、南海地震の連動と日向灘への拡大

規模：モーメントマグニチュード９．１

最大津波高分布（ケース11） 震度分布（陸側ケース）

２ 被害想定

全壊棟数（冬１８時）
揺れ 液状化 津波 火災 斜面崩壊 計

665 100 0 2 0 767

負傷者数（冬１８時）
建物倒壊 津波 斜面崩壊 火災 ブロック塀転倒等 計

12 0 0 0 2 14

死亡者数（冬１８時）
建物倒壊 津波 斜面崩壊 火災 ブロック塀転倒等 計

8 0 0 0 0 8

【市町村別地震津波被害想定（被害が最大となる冬１８時のケース）】

    

第２章 被害状況の想定
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死者 重篤者 重傷者 中等傷者 全壊・焼失 半壊 床上浸水 床下浸水

竹田市 0 0 0 31 104

豊後大野市 8 0 2 12 736 1,875

　計 8 0 2 12 767 1,979 0 0

(注)空欄はゼロ、「0」は0より大きく0.5未満。「計」は市町村ごと端数処理前の合計。

【市町村別地震津波被害想定（被害が最大となる冬１８時のケース）】
人的被害 建物被害

【参考】地震津波被害想定を実施した３つの地震の被害等
南海トラフの巨大地震 別府湾の地震 周防灘断層群主部

（冬１８時） （冬１８時） （冬５時）
９．１ ７．５ ７．２

７

６強
豊後大野市

６弱
竹田市 竹田市、豊後大野市

５強

５弱
豊後大野市

４
竹田市

22 0 0
死者数 8 0 0
負傷者数 14 0 0

2,746 146 0
全壊・焼失 767 29 0
半壊 1,979 117 0

上水道（人口） 12,700 300 0
電気（棟数） (県全体)43,000 (県全体)54,000 0
通信（回線） (県全体)88,000 (県全体)200,000 (県全体)12,000

5,742 259 0
避難所 3,732 168 0
避難所外 2,010 91 0

0 0 0

マグニチュード

地
震
動

人的被害（人）

孤立集落

物的被害（棟）

ライフライン被害

避難生活者数（人）

第２章 被害状況の想定



5

第３章 非常時優先業務

災害発生時の人的・物的資源が制約された状況で業務を継続するためには、非常時優先業務

を特定し、さらに、その業務をいつ頃までに開始・再開すべきか、業務開始目標時間を検討し

ておく必要がある。

１ 非常時優先業務

（１）非常時優先業務の範囲

非常時優先業務は、「応急業務」と「優先すべき通常業務」で構成される。

「応急業務」は、県の地域防災計画に定める災害応急活動や早期実施の優先度が高い復旧

・復興業務等である。

「優先すべき通常業務」は、通常行っている業務の中で、県民の安全の確保に直結するも

のや、業務の中断により県民生活や地域経済等に重大な支障を及ぼすものなど発災後にあっ

ても速やかな開始・再開が求められる業務である。

なお、発災後しばらくの期間は、各種の必要資源を非常時優先業務に優先的に割り当てる

必要があるため、非常時優先業務以外の通常業務は積極的に休止するか、又は非常時優先業

務の継続に支障とならない範囲で実施する。

【非常時優先業務のイメージ】

（２）業務開始目標時間

非常時優先業務の実施にあたっては、業務実施の時間的目標を共有して取り組む必要があ

る。個々の業務の具体的な対処方針は、災害対策本部会議で示されることになるが、地震発

生後の時間経過に応じた大まかな業務開始目標を設定し、迅速な意思決定につなげる。

○フェーズⅠ（地震発生 ～ １０時間）の目標 【初動】災害対策本部の体制確立

○フェーズⅡ（１０時間 ～ １００時間）の目標 【応急】被災者の救命・救助

○フェーズⅢ（１００時間～１０００時間）の目標 【復旧】県民生活の復旧

第３章 非常時優先業務
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なお、極力早期の業務再開を促す観点から、個々の非常時優先業務の開始目標時間について、

１時間、３時間、１２時間、１日、３日、１週間、１ヶ月と細分化した。

２ 非常時優先業務の選定

「業務継続の基本方針」を踏まえ、地震発生時において県として実施すべき非常時優先業務

を「応急業務」と「優先すべき通常業務」の区分により、豊肥地域全所属で検討し、１９７

の業務を選定した。

区 分 選 定 方 法 業務数

応 急 業 務 大分県地域防災計画で定められ、地区災害対策本部で実施する業務 １１９

優先すべき通常業務 各部局の分掌事務のうちから重要度の高い業務を選定 ７８

計 １９７

（１）応急業務

地震発生後、豊肥地区災害対策本部で実施する業務は、次のとおりである。

【非常時優先業務選定の考え方】

応急業務 優先すべき通常業務
●初動体制の確立 ○職員の緊急参集 ○県幹部との連絡

○災害対策本部設置 ○庁舎機能の維持

●被災状況の把握 ○被災情報の把握 ○職員の安否確認

●広域応援救助要請 ○広域応援救助要請

●救急・救助活動 ○災害対策本部会議

●応急活動 ○医療救護活動

○緊急物資の確保・輸送

●災害救助法 ○ボランティア活動支援 ○公印管守

●緊急輸送体制確保 ○管理施設の応急復旧 ○ネットワーク障害対応

○税窓口事務

●被災地支援 ○被災者ニーズ把握 ○物品調達・予算調整

●行政機能の回復 ○相談窓口の設置 ○会計事務

●住宅対策 ○健康相談・心のケア ○全庁ネットワーク運用

●復旧・復興業務開始 ○応急教育活動 ○人事管理

○被災状況取りまとめ ○生活保護・各種手当等支給

●復旧・復興業務本格化 ※復旧・復興対策の実施

非常時優先業務の例

３時間
以内

１時間
以内

フェーズ区分 主な対策
業務開始
目標時間

該当業務の考え方

Ⅰ

100時間
↓

1000時間

【復旧】
県民生活の
復旧

１週間
以内
２週間
以内

地震発生
↓

10時間

【初動】
災害対策本部
の体制確立

※状況に応じ、縮小・中
断業務の再開

Ⅱ
10時間
↓

100時間

【応急】
被災者の
救命・救助

１２時間
以内

１日
以内

３日
以内

Ⅲ

→ → →

→ → →

市町村が行う避難誘導への支援・協力等 ○ → → → → → →

市町村からの資機材、人員の提供等の協力要請への対応 ○ → →

被災者救援班の総合調整 ○ → → → → → →

→ →

県管理施設（県立社会福祉施設、県立学校、その他県立施設）における
避難誘導の指導及び応援

○ → → → → → →

被災地及び被災者の状況の把握 ○ →

担当班 分掌事務

開始目標時間割

１時間

以内

３時間

以内

12時間

以内
１日後 ３日後

１週間

後

１ヶ月

後

被災者救援
班

第３章 非常時優先業務
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被災者救援
班

保健所班

→ → →

福祉避難所開設への協力・支援 ○

→

医療救護活動に関する市町村及び医療救護班との連絡調整 ○ → → → → →

○ → → → → →

→ → →

○

→ →

生活関連物資の価格及び需給動向調査・監視の実施

○ → → →

→

救助物資の過不足等の状況調査及び不足物資の支援物資部等への調
達

→

市町村災害対策本部に職員を派遣し、災害対応状況及び医療救護活動
に関するニーズを把握

○ → →

→ → →

医療情報、社会福祉施設・医療施設・毒劇物施設の被災状況（電気、水
道、医療ガスの確保状況）及び稼働状況（手術の可否、現在受け入れて
いる重症等患者数等）、医療救護活動に必要な医師、看護師等の数及び
不足数、避難所開設情報、保健衛生活動に要する情報等の収集・提供

→ →

義援物資の受入及び配分 ○ → → → → →

大規模小売店及びガソリンスタンド等の営業状況をできる限り毎日把握 ○ →

保健所班の総合調整 ○ → →

→

→ →

→ → → → →

→ → →

○

○ → → →

→

→ →

被災者救援班と連携して救助物資の配分 ○ → → → → →

市町村のみでは被服寝具その他の生活必需品の給与等が困難と判断さ
れる場合は、備蓄物資の給与又は貸与

○ → → → →

→ →

○ → →

→ →

○

→

支援物資班

支援物資班の総合調整 ○ → → →

市町村の食料供給及び給水活動の支援 ○ → →

避難所外被災者に対する救助物資の供給 ○ → →

→

○ →
市町村の食料供給又は給水が困難な場合は、食料又は水の確保及び配
布を支援物資部へ要請し、直接配布

市町村からの要請による災害救助法の規定に基づく炊出し、その他によ
る食品の給与の支援

→ →

支援物資班と連携して救助物資の過不足等の状況調査

→

市町村からの資機材、人員の提供等の協力要請への対応 ○ → → → → →

→ →

被災地における住宅ニーズの把握 ○ → →

児童・生徒の被災状況及び学校運営状況の把握

→

支援物資班と連携して救助物資の配分

○ → →

→ →

救助物資の要望及び配布状況の把握 ○ → → → → →

備蓄物資による生活必需品の給与又は貸与及び輸送 ○ → → →

→ →

災害時要援護者の他市町村への広域避難に関する連絡調整等（広域応
援対策班からの連携要請に基づく）

○ → → →

市町村社協などが設置する現地災害ボランティアセンターへ班員を派遣
し、また、センターから職員を受入れ、被災地におけるボランティア活動の
後方支援

○ →

→ →

市町村が実施する炊出しその他による食品の給与の支援 ○ → → →

市町村からの要請による災害救助法の規定に基づく炊出し、その他によ
る食品の給与の支援

○ →

○ → → → →

帰宅困難者に対する情報提供地点の確保及び誘導を本部と連携 → →

帰宅困難者の救護及び避難所への誘導を保健所班及び市町村等と連
携、協力

市町村が行う避難所外被災者の状況調査に協力するとともに避難所へ
の移送に係る支援

○ → → → →

避難所の開設・運営の協力 ○ → → → → →

担当班 分掌事務

開始目標時間割

１時間

以内

３時間

以内

12時間

以内
１日後 ３日後

１週間

後

１ヶ月

後

第３章 非常時優先業務
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保健所班

→ →

救助物資の給与又は貸与に係る配送 ○ → → → → →

物資集積場所の設定 ○ → → →

→ →

避難所外被災者に対する救助物資の配送又は避難所への移送 ○ → → → → →

警察、国、市町村と連携して交通状況の把握・報告 ○ → → → →

→ →

通信連絡手段の確保状況についての資料作成 ○ → → → → →

九州総合通信局や移動通信事業者（ＮＴＴドコモ等）等に要請し、移動通
信機器を被災地に搬入・供給し、災害情報の収集・伝達や関係機関等と
の連絡調整

○ → → →

→

通信手段としての振興局や土木事務所の公用車を活用 ○ → → → →

孤立防止対策用衛星電話等の無線局の活用 ○ → → → →

→

被災地への防災行政無線の持込み ○ → → →

庁内ＬＡＮの点検・確認・暫定復旧 ○ → → → →

防災関係機関が保有する通信機能の確認 ○ → →

防災行政無線等（大分県防災情報システム等）無線設備の点検・起動 ○ →

→ →

電気通信事業者（ＮＴＴ等）との連絡調整 ○ → → → → → →

県民向けの専用電話の設置 ○ → →

→ →

通信・輸送班

通信・輸送班の総合調整 ○ → → → → →

被災地域及び避難所における動物の保護 ○

→

電話回線及び庁内放送設備の点検・確認 ○ → → → → →

→ →

各学校が行う保健衛生措置への応援 ○ → →

被災地における要援護者等の住宅ニーズの把握 ○

○ → →

○

→ →

遺体の埋・火葬に関する市町村への協力（市町村から協力を求められた
場合は、福祉保健衛生班へ伝達し、福祉保健衛生班が受入れ可能市町
村を選定するとともに協力を求める）

→ →

○被災地における感染症の予防対策の実施

被災市町村の職員等に対する健康相談

○ → →

被災地における衛生維持及び防疫

→ →

→

帰宅困難者の救護及び避難所への誘導を被災者救護班及び市町村等と
連携、協力

○ → → → →

→

→ →

補給水源の汚染衛生状況の調査 →

○

○

医療活動支援班及び福祉保健衛生班の指示により職員を市町村保健衛
生部局に派遣し、市町村が実施する保健衛生活動の支援

→ →

災害時要援護者の他市町村への広域避難に関する連絡調整等（広域応
援対策班からの連携要請に基づく）

○ → →

災害時要援護者に対する情報提供及び保健指導 ○ →

→ →

巡回医療チーム、健康相談チーム、精神保健活動チーム等の派遣要請、
派遣された各種支援チームの受入調整及び活動の調整

○ → → →

災害時公衆衛生対策チームと連携した保健衛生活動（市町村が実施する
保健衛生活動のプランニング、必要な技術職員の職種と人員数の判断、
県主管課に対しての必要人員の派遣要請等）の体制整備

○

→

被災地における保健衛生ニーズ（被災者の身体的・精神的健康状態、医
療ニーズ、避難所にいる災害時要援護者の数等）の把握

○ → → → → → →

医薬品及び衛生資材の調達・確保 ○ → →→

担当班 分掌事務

開始目標時間割

１時間

以内

３時間

以内

12時間

以内
１日後 ３日後

１週間

後

１ヶ月

後

第３章 非常時優先業務
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庶務班

→ → → → → →

要救出救助・消防現場の情報の収集（本部へ報告） ○ → → → →

→ →

→ →

被害状況等の関係機関への連絡調整 ○

→

地区災害対策本部の編成及び設置場所の検討、調整 ○ → → → → → →

市町村災害対策本部との連絡調整 ○ → → → → →

→

市町村に職員を派遣し、被害、避難勧告、避難所情報等の把握（本部へ
報告）

○ → → → → → →

市町村等から被害状況報告の受理（本部へ報告） ○

災害時要援護者に関する情報及び広域避難の情報収集（本部へ報告） ○ → → →

→ →

→ → → →

参集状況に応じた要員の配置調整 ○ → → → →

地区災害対策本部会議の事務 ○ → → → → →

→

地区災害対策本部の施設にかかる被害状況の把握及び機能維持のため
の応急対策

○ → → → → → →

→

→ → → →

→

現地対策本部の設置対応 ○ → →

地区災害対策本部設置に関する関係機関への通知 ○ → → →

○ →

庶務班の総合調整 ○ → → → → →

市町村が行う被災者に対する住宅の供給、確保対策への協力

→

社会基盤対
策班

→ →

○

公営住宅の空き状況調査、緊急家賃調査、総合住宅相談所の開設・運
営に関する総合調整

○ → → →

災害公営住宅の建設

→ →

災害救助法に基づく住宅又はその周辺の障害物の除去 ○ → → →

被災した住宅に対する災害救助法に基づく応急修理の実施 ○ →

→ →

災害救助法に基づく応急仮設住宅の建設及び管理 ○ →

被災地における住宅を失った世帯の住宅ニーズの把握 ○ →

農林水産施設及びの農作物の被害状況についての情報の収集及び提供
並びに応急復旧

○ → → → → → →

→ →

高潮、波浪等による被害の危険がある箇所の点検・パトロール及び報告 ○ → → → → →

重要水防区域及び水防区域の点検・パトロール及び報告 ○ → → →

→ →

土砂災害等の危険箇所として指定されている箇所等の点検・パトロール
及び報告

○ → → → → →

県有施設の点検、応急対策及び被災建築物の応急危険度判定並びに報
告

○ →

→ →

特に重要な水防区域及び地すべり区域、危険箇所のパトロール及び避難
についての指導等

○ → → → → →

県管理施設の点検、避難対策及び応急対策 ○ → → →

→ →

港湾・漁港施設内、公共用地等の物資集積場所を確保 ○ → → →

被災した公共施設の応急復旧 ○ → → →

→ →

緊急輸送道路、主要道路及び所管する道路の啓開を実施し、緊急車両が
円滑に走行できるよう点検

○ → → → → → →

県民への交通規制情報及び道路の被災に関する情報の提供 ○ → → → →

道路の交通規制の実施 ○ → →

道路・港湾等公共施設の被災状況の確認及び報告 ○ → → → → → →

→ → → →

→ → →

→社会基盤対策班農林水産分会分会の総合調整 ○ → → → → →

社会基盤対策班土木分会の総合調整 ○ → → →

担当班 分掌事務

開始目標時間割

１時間

以内

３時間

以内

12時間

以内
１日後 ３日後

１週間

後

１ヶ月

後

第３章 非常時優先業務
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（２）優先すべき通常業務

地震発生後においても、県民生活に密接に関わる業務などについては、各地方機関におい

て継続して実施することとし、その内容は次のとおりである。

庁舎、施設の被害状況把握及び対応方針検討

会計事務

認可採石場の被災状況の確認

大規模小売店舗の被災状況の確認

農地転用許可

漁業取締、漁業調整

森林計画図簿の管理・交付

生産流通部 農畜産物の被害状況の調査

農林基盤部 災害復旧事業

災害復旧事業

発注工事の監督・検査

入札の執行、収入・契約、支払事務等

師田原ダム管理等の業務

○ → →

○ → → →

○ → →

○ → →

→ →○ →

豊後大野水利耕
地事務所

→

○ → → →

○ → →

○ → →

→

農山村振興
部

○ → →

○ → → →

○ → →

→ → →

○ → → →

豊肥
振興
局

総務部
○ → → →

地域振興部

所属

開始目標時間割

１時間

以内

３時間

以内

12時間

以内
１日後 ３日後

１週間

後

１ヶ月

後

庶務班

地域安全情報等の広報（流言飛語等が横行した場合は、正しい情報の伝
達を行う）

→○その他各班に属さない事項の処理

義援物資の受付品目・送付場所の情報提供 ○ →

その他災害対策本部の児童・生徒対策部からの指示事項への対応 ○ → →

医療情報の収集、報告及び提供 ○ → →

→ → → →

○ → →

→ → → →

→ →

→ → → →

→ →

→ →

→ →

→ →
教育施設、児童等の被災状況、避難所としての学校の使用状況等の把
握、報告

○ → → → →

→→→→

→ →

→

視察団等の災害現地調査に関する各班の対応調整 ○

県管理施設の避難状況の把握及び報告 ○ → → → → → →

避難所外災害時要援護者情報の収集（本部へ報告） ○ → → →

本部と地区本部との間でのＴＶ会議の活用等による情報収集 ○ → → → →

→ →

→ →緊急通行車両の確認及び標章・緊急通行車両確認証明申請書の進達 ○ → → →

→ →

→ →

市町村からの技術者等の確保要請の受理し、報告 ○ →

市町村からの応急用・復旧用物資等の調達確保要請の受理し、報告 ○ → → → → →

→ →

県民等からの通報、問い合わせへの対応、重要事項の関係対策部等へ
の伝達

○ → → → →

その他災害対策本部の各対策部からの指示事項への対応、各班との調
整

○ → → → →

市町村に職員を派遣し、市町村の行う応急対策の支援 ○ → →

担当班 分掌事務

開始目標時間割

１時間
以内

３時間
以内

12時間
以内

１日後 ３日後
１週間
後

１ヶ月
後

第３章 非常時優先業務
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庁舎、施設の被害状況把握及び対応方針検討

災害復旧事業

発注工事の監督・検査

入札の執行、収入・契約、支払事務等

災害に関する県税の減免及び還付

各種申請受付、証明、収納等窓口業務

庁舎、施設の被害状況把握及び対応方針検討

健康危機管理に関する業務

精神緊急対応業務

食中毒の予防及び事件処理

結核等感染症対応（緊急対応のみ）

透析患者・難病患者の保健指導（緊急のみ）

その他各種の相談、事故、苦情処理の緊急対応等

野犬等の捕獲、動物管理所への搬入業務

庁舎、施設の被害状況把握及び対応方針検討

と畜事業者（畜産公社）との連絡、協議

畜産公社の在庫食肉の衛生管理指導

庁舎、施設の被害状況把握及び対応方針検討

病害虫発生状況の情報提供

凍結保存試料等対応・培養、飼育

情報システムの維持・稼働中の機器の安全停止

種苗生産・ハウス、圃場の農作物管理

庁舎、施設の被害状況把握及び対応方針検討

家畜の飼養管理

家畜の飼養管理

庁舎、施設の被害状況把握及び対応方針検討

栽培物の管理

庁舎、施設の被害状況把握及び対応方針検討

学生、保護者との連絡業務

家畜飼養、作物栽培管理

庁舎、施設の被害状況把握及び対応方針検討

実験動物の管理、器具の洗浄

家畜伝染病予防事業に関する業務

死亡牛のＢＳＥ検査に関する業務

各病性鑑定に関する業務

庁舎、施設の被害状況把握及び対応方針検討

ブリーフィング（構内２団体との調整）の実施

飛行場施設・設備の点検

気象観測・記録

飛行場の防災に関すること

各種申請書の受理及び飛行場使用料の徴収

県央飛行場業務日誌の作成

保安管理

航空情報に関すること

○ → → → → → →

大分県央飛行場
管理事務所

○ → → → → → →農林水産研究指導
センター林業研究
部きのこグループ

○ → → → →

豊後大野家畜保
健衛生所

農林水産研究指導
センタ－畜産研究
部豚・鶏チーム

○ → → → →

○ → → → → → →農林水産研究指導
センタ－畜産研究
部

豊肥保健所

○ → → → → → →

農林水産研究指
導センター農業研
究部

→ → →

○ → →

食肉衛生検査所

○ →

→

→

○ → → →

○ → →

豊後大野県税事
務所 ○ →

→

○ → →

○ →

→

大野川上流開発
事業事務所

→ →

→

○ → → →

○ → → → → → →

→

○ → → →

○ → →

→ →

○ → → → → →

○ →

→ →

○ → → → → →

○ → → →

○ → → →

○ → → →

○ → → →

→

○ → → →

○ → → →

○ → → → → →

○ →

○ → → → → → →

農業大学校

→

○ → → → →

○ → →

○ → → →

→ →

○ → → →

→ →

○ → → → → →

○ → → → →

→

○ → →

○ → → →

→ → →

→

○ → → → → → →

○ → → → →

→

○ → → → →

→ → → →

○ →

○ → → → → → →

→

○ → →

○ → →

所属

開始目標時間割

１時間

以内

３時間

以内

12時間

以内
１日後 ３日後

１週間

後

１ヶ月

後

第３章 非常時優先業務
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３ 非常時優先業務の実施に必要な人員

各経過時間において、非常時優先業務を遂行するために必要な人員（職員数）は次のとおり

である。

【業務継続に必要な職員数】
区 分 １時間以内3時間以内12時間以内 １日後 ３日後 １週間後 １ヶ月後 備考
応 急 業 務 41 71 80 88 89 90 90
優先通常業務 37 61 95 181 223 230 230
合 計 78 132 175 269 312 320 320

41

71 80

88 89 90 90

37

61

95

181 223 230 230

78
132

175

269 312 320 320

0

100

200

300

400

１時間以内 3時間以内 12時間以内 １日後 ３日後 １週間後 １ヶ月後

職
員
数

業務継続に必要な職員数

応急業務 優先通常業務 合計

庁舎、施設の被害状況把握及び対応方針検討

建設業許可、経営事項審査

道路、河川、港湾等の維持管理

道路の通行規制

発注工事の監督・検査

入札の執行、収入・契約、支払事務等

道路、河川、港湾等の使用（占用）許可

災害復旧事業

建設業許可、経営事項審査

道路、河川、港湾等の維持管理

道路の通行規制

発注工事の監督・検査

入札の執行、収入・契約、支払事務等

道路、河川、港湾等の使用（占用）許可

災害復旧事業

庁舎、施設の被害状況把握及び対応方針検討

発注工事の監督・検査

入札の執行、収入・契約、支払事務等

建設中のダム管理・保守業務

市町村教育委員会との連絡調整

職員の任免に関する業務

所属

開始目標時間割

１時間

以内

３時間

以内

12時間

以内
１日後 ３日後

１週間

後

１ヶ月

後

→ →

○ → → →

○

→ → →

○ → →

○ → → →

→

○ → →

○ →

○ → → →

→

竹田土木事務所

○ → →

○ → →

→ →

○ →

→

○ → →

○ → → → → →

竹田教育事務所
○ → → → →
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第４章 業務継続体制の確保

地震発生時の業務継続体制を確保するためには、非常時優先業務の実施に必要な人的・物的

資源の状況を分析し、不足が予測されるものについて対策の検討が必要である。

このうち、人的資源である職員の確保については、地震発生の時間帯により大きく左右され

ることから、勤務時間内と勤務時間外とを分けて検討する。その上で、業務に従事できる職員

数を経過時間ごとに把握し、これを非常時優先業務の必要職員数と対比することにより、業務

目標開始時間ごとの過不足を算出し、必要に応じた応援体制を検討する。

１ 初動体制確保の方針

人命救助は地震発生後７２時間が勝負といわれることから、直ちに被災状況の把握を開始す

るとともに、被災者の救助・救援活動を迅速かつ的確に実施する初動体制を速やかに確保する。

①地震発生後直ちに（遅くとも１０分後）、情報連絡体制を確保

②地震発生３０分後には、地区災害対策本部の初動体制を構築

③地震発生後１時間を目途に、第１回の地区災害対策本部会議を開催

２ 職員の参集

（１）勤務時間内の地震発生

①地震発生時の行動

地震動が収束するまでの間、職員自身及び来庁者の安全確保を図り、収束後直ちに、地

区災害対策本部の第一次要員は、豊肥振興局又は各対策班の指定場所に集合（※）し、そ

のほかの職員は、通常業務を一旦停止し、負傷者の救助にあたる。

万一、周辺からの住民が避難してきた場合は、保護するとともに、指定場所への誘導等

適切に対応する。

また、庁舎外にいる職員は、安全を確保し、帰庁又は最寄りの参集可能庁舎に参集する。

※豊肥地区災害対策本部の設置場所は豊肥振興局とするが、庁舎周辺施設の被害状況

等を勘案し、必要に応じて変更を検討する。

②非常時優先業務の実施

執務室内や周辺の被災状況を確認のうえ、書類等の片付けや電源の確保、パソコンの動

作確認等により執務環境を整え、応急業務等に着手する。

③家族等の安否確認

電話による確認は輻輳等により困難が想定されることから、災害用伝言板（web171)、

災害用伝言ダイヤル(171)等の非常時の安否確認方法について家族で確認しておく。

（２）勤務時間外の地震発生

①職員の緊急参集

休日、夜間等の勤務時間外に巨大地震が発生した場合、職員は連絡を待たず、徒歩、二

輪車（自転車、バイク）または自家用車により参集する。

ただし、余震や道路の状況等を十分に考慮し、最新情報の入手や的確な状況判断などに

より、職員自身の安全を確保、確認して参集するものとする。

なお、交通途絶などにより所定の場所に参集できない場合は、①自己の業務に関連する

第４章 業務継続体制の確保
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最寄りの県の機関、②最寄りの振興局、③最寄りの県の機関に参集する。

②職員の安否確認

初動体制の構築に必要な職員を確保するため、職員の安否確認を行い、参集可能職員数

を把握する。

安否確認は、携帯電話等での連絡に合わせ、輻輳による影響が少ない携帯電話メールを

用いることとし、事前に職員のメールアドレスを確認しておくなど必要な措置を講じる。

３ 参集可能職員数

（１）参集予測

勤務時間外に地震が発生した場合に参集が可能な職員数について、津波浸水予測調査の

結果を前提に、沿岸部は、地震発生後に津波が押し寄せて、浸水するものと想定し、職員の

居住状況を踏まえ、職員本人や家族の被災、交通事情等の条件を設定して予測する。

【前提条件、試算方法】

①南海トラフなど広範囲を震源とするＭ９クラスの地震が発生し、竹田市では震度６弱、

豊後大野市では震度６強の揺れを観測する。

②地震発生直後の参集は、徒歩又は二輪車等とするが、遠距離通勤者については、自家

用車（時速30km/h・道路被害等を考慮）で登庁する。

③遠距離通勤者で、沿岸部を通勤経路にしている職員は、浸水の被害のないルートを選

定して参集時間等を設定する。ただし、中九州横断道路は緊急車両の利用で通行でき

ないものとする。

④地震発生から２週間程度で、職員の大半は勤務地への参集が可能になるものとする。

しかし、自宅の全壊や家族の死傷等により、２割（阪神・淡路の例）の職員が参集で

きないと想定し、８割の参集率とする。

第４章 業務継続体制の確保
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（２）予測結果

※対象職員数は、441人（H25.11.1現在）。「個別に確認した参集が見込める職員数」×0.8

豊肥振興局 23 54 66 67 70 70 70

竹田土木事務所 10 30 31 31 31 31 31

竹田教育事務所 2 5 6 6 6 6 6

豊後大野水利耕地事務
所

1 2 5 10 10 10 10

豊後大野県税事務所 2 3 6 10 10 10 10

豊後大野土木事務所 14 34 34 34 34 34 34

豊肥保健所 6 26 28 28 28 28 28

大野川上流開発事業事
務所

2 5 6 6 6 6 6

食肉衛生検査所 2 6 13 13 13 13 13

農林水産研究指導セン
ター 0 6 7 7 7 7 7

農林水産研究指導センター
農業研究部 14 26 30 38 41 41 41

農林水産研究指導センター
畜産研究部 15 34 34 34 34 34 34

農林水産研究指導センター
畜産研究部豚・鶏チーム 5 10 10 10 10 10 10

農林水産研究指導センター
林業研究部きのこグループ 1 2 5 7 7 7 7

農業大学校 5 14 20 22 22 22 22

豊後大野家畜保健衛生
所

2 2 9 9 9 9 9

大分県央飛行場管理事
務所

1 2 2 2 2 2 2

竹田ダム建設事務所 4 8 12 12 12 12 12

計 109 269 324 346 352 352 352

１か月後区分 １日後 ３日後 １週間後１時間以内 ３時間以内 １２時間以内

第４章 業務継続体制の確保
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（３）業務継続に必要な人員と参集可能職員数

非常時優先業務に必要な人員と地震発生後の参集可能職員数について、勤務時間外に発生し

た場合においても、発災直後の初動体制の構築に必要な人員は、確保できる見込みである。

（４）勤務公署近傍地への居住義務について

災害対策本部及び地区災害対策本部において、迅速に指揮すべき立場にある職員（豊肥振

興局長、各土木事務所長）について、 勤務公署近傍地への居住することを義務づけ、発災

後直ちに参集（登庁）できる体制を構築している。

４ 業務継続のための措置

（１）地区災害対策本部の業務遂行体制

①執務環境及びスペースの確保

会議室や共用スペース等の片付け、コピー機への不具合の対応、飲食物の確保、簡易ト

イレ等の調達、休憩スペースの確保等を行う。

【参集職員数と必要職員数の比較】

１時間以内 3時間以内 12時間以内 １日後 ３日後 １週間後 １ヶ月後
参集職員数A 109 269 324 346 352 352 352
必要職員数B 78 132 175 269 312 320 320
差 引 (A-B) 31 137 149 77 40 32 32

発災後の経過時間
区 分

78
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必要職員数B 参集職員数A
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②職員の持続可能な勤務のための措置

本部業務に従事する職員の健康管理に留意するとともに、職員の交代による勤務体制を

整え、勤務時間終了職員は必ず帰宅する。なお、帰宅が困難な場合には、庁内に確保する

休憩、仮眠スペースで休養を取る。

③物資等の調達

部局横断で取り組む豊肥地区災害対策本部の非常時優先業務に必要な物資等の調達に係

る予算の確保を図るとともに、会計処理の円滑な実施を図る。

④帰宅困難者等への対応

帰宅困難な職員の休憩、仮眠のため、会議室等のスペースを確保する。

来庁中に被災した帰宅困難者のため、会議室等を退避場所として確保し、提供する。

⑤負傷者の援護

負傷者が発生し、その付近に居合わせた際には、救命・救急措置や応急手当など必要な

処置を速やかに行い、緊急な手当が必要な負傷者や急病人については医療機関に順次搬送

する。

（２）職員の応援体制

非常時優先業務の実施にあたり、必要な人員数に過不足が生じる場合、次のとおり職員配

置の調整を行う。

①地区災害対策本部の要員

大規模な災害が発生した地域において、あらかじめ設定した要員数が確保できない場合、

及び、それを上回る人員が必要になり要員を増やす場合、地区災害対策本部長は管内の地

方機関の長と協議のうえ、必要な人員を確保する。管内で確保が困難な場合、地区災害

対策本部長は災害対策本部（総合調整室）に職員の応援を要請するものとする。

災害対策本部（総合調整室）は、総務部人事課と協議のうえ、本庁及び他の管内で非

時優先業務に従事していない職員等について、職務の専門性・職員の居住地等に配慮した

要員の派遣を検討する。

②管内の地方機関の職員

管内の地方機関において優先すべき継続業務の実施にあたり、人員が不足する場合にお

いては、まず、１次調整として各所属内で調整（各所属の総務担当課で対応）することと

し、さらに、所属内で不足が生じる場合は、地区災害対策本部庶務班（振興局総務部）と

協議のうえ、２次調整として管内の地方機関に応援を要請する。

（３）指揮命令の確保

地震発生時においても組織を維持し、業務を適切に継続するためには、指揮命令系統が確

立されていることが重要である。発災時に所属長等の管理職にある者が不在等になる場合に

おいても、適切に意思決定を行える体制を確保する。

職務の代行については、大分県事務決裁規程（昭和４３年訓令甲第１１号）第１０条に

定める代決順位により行うこととし、意思決定権者が不在の場合には、遅滞なく代決権者

第４章 業務継続体制の確保
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代決する。

（４）専門職種の確保

非常時優先業務を遂行するにあたり、特別な資格や専門的な知識、技能等を必要とする場

合は、資格職種等の必要数に対し参集可能者数が充足しているか、特に留意する必要がある。

参集予測により不足が想定される職種については、他部局の応援可能職員やＯＢ職員を予

め登録しておくなど、確保対策を講じておく必要がある。

第４章 業務継続体制の確保
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第５章 業務継続のための執務環境の確保

発災時に非常時優先業務を遂行するためには、職員の確保とともに、庁舎や電力、上下水道

等執務環境に係る施設機能の確保が必要である。

このため、災害対策の豊肥地域の中心的な役割を担う機関が入る竹田総合庁舎、豊後大野

総合庁舎及び豊肥保健所の施設機能について、現状や被災による影響、課題を分析の上、業

務継続のために必要な対策を検討する。併せて、総合庁舎等が著しい損傷を受けるなどにより、

使用できない場合を想定した対応も検討する。

（１）竹田総合庁舎、豊後大野総合庁舎、豊肥保健所庁舎

【現状】○竹田総合庁舎、豊後大野総合庁舎及び豊肥保健所については、耐震性能を

満たしている。

ただし、豊後大野総合庁舎敷地内にある旧家畜保健所棟は耐震診断の結果、

耐震性能を満たしておらず、耐震補強も不能という結果になっている。ま

た、別棟については耐震診断不能のため使用停止という結果になっている。

同じく敷地内にある旧家畜保健所棟付属の煙突及び車庫・倉庫棟について

は、耐震診断等の安全性の確認が未実施である。

【課題】●室内にあるロッカー、電気製品等について、簡単に転倒し、落下しないよ

う措置を講じる必要がある。

●豊後大野総合庁舎敷地内の旧家畜保健所棟については、大規模地震の場合に倒壊す

る可能性があり、災害復旧活動に支障を来す恐れがある。また、旧家畜保健所棟付

属の煙突の安全性が不足している場合、倒壊すれば、方向によっては、隣家や非常

用発電装置又は庁舎に被害が生じる恐れがある。

●豊後大野総合庁舎の別棟については、一階部分は公用車の車庫となっている。大

規模地震の場合に倒壊する可能性があり、構内に駐車中の公用車に被害が生じる

ため、倒壊防止の措置を講じる必要がある。また、災害復旧活動に支障を来す

恐れがある。

●豊後大野総合庁舎の車庫・倉庫棟は、大規模地震の場合に安全性が不足してい

る場合、倒壊すれば、構内に駐車中の公用車に被害が生じるため、倒壊防止の

措置を講じる必要がある。

【対策】①執務室内にあるハイタイプ（１２０㎝以上）キャビネットのうち書棚については平

成２６年度に転倒防止対策のための固定の実施を予定している。

②その他のキャビネットや電気製品等についても、転倒、落下の恐れがないか調査し、

必要なものに対しては対策を講じる。

③豊後大野総合庁舎敷地内の旧家畜保健所棟の除却及び別棟の改築をする必要があ

る。

④旧家畜保健所棟付属の煙突及び車庫・倉庫棟の安全性の確認を早急に行うととも

に、安全性が不足している場合は補強等の措置を講じる必要がある。

第５章 業務継続のための執務環境の確保
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（２）電力

【現状】○竹田総合庁舎及び豊後大野総合庁舎は、被災により、外部からの電源供給

がストップした場合、非常用発電機が直ちに起動し、電源を供給する。７

２時間の連続稼働が可能である。

○豊肥保健所は、被災により、外部からの電源供給がストップした場合の非

常用発電機が設置されていない。

設置場所 供給範囲 燃料ﾀﾝｸ 連 続 備考

発電機 受変電設備 運転時間

竹田総合庁舎 地上 1階 地上 1階 ３割 2,200 ℓ 72時間 H24年度

豊後大野総合庁舎 地上 1階 地上 1階 ３割 2,200 ℓ 75時間 改修済

豊肥保健所 － － － － －

【課題】●竹田総合庁舎、豊後大野総合庁舎の非常用発電機は、通常時の電力量をま

かなう容量はなく、冷暖房設備を除いた一般電気設備（照明、ＯＡ機器等）

の３割以上確保している。

●豊肥保健所は、非常用発電機が設置されていないので、電気機器が使えな

い。

【対策】①竹田総合庁舎、豊後大野総合庁舎においては、非常時の電力使用量が非常用発電機

の発電力量以下となるよう、あらかじめ使用する電気機器を選択しておく。

②豊肥保健所に非常用発電機を設置する必要がある。

（３）上水道

【現状】○上水道が断水した場合、竹田総合庁舎、豊後大野総合庁舎では、受水槽及び高

置水槽に貯留している水が使用可能である。

○豊肥保健所には受水槽、高置水槽は設置されていない。

（上水道）

受水槽(m3) 高置水槽(m3) 使用量 m3/日) 使用可能日数

竹田総合庁舎 １５．０ ７．０ ８．６ １．７

豊後大野総合庁舎 １４．０ ４．５ １３．２ １．０

豊肥保健所 － － － －

【課題】●地震等により配管が損傷した場合、復旧までの間使用できなくなる。

【対策】①竹田総合庁舎、豊後大野総合庁舎では、断水時には、残留水の給水期間がで

きるだけ伸長するよう、節水に努める。

②飲料水（ペットボトル）の備蓄を検討する。

第５章 業務継続のための執務環境の確保
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（４）浄化槽

【現状】○著しい地盤の変化があれば、浄化槽本体及び流入管きょに被害が生じる可能性

がある。

【課題】●応急修理が不可能な場合、浄化槽が損壊した場合は、復旧に相当の時間がか

かる。

【対策】①既存洋式トイレでも使用できる「災害用トイレセット」の備蓄を検討する。

（５）電話・通信

【現状】○災害時に最も有効な通信手段である防災行政無線は、固定局と移動局（公

用車）を設置している。設置状況は下表のとおり。

所 属 固定局 移動局（公用車）

豊肥振興局 ２台

竹田土木事務所
１台

５台

豊後大野土木事務所 １台 ５台

豊肥保健所 － －

○竹田総合庁舎に災害時優先電話が、１回線分確保されている。

○豊後大野土木事務所に災害時優先電話が、５回線分確保されている。

○豊肥保健所に災害時優先電話が、１回線分確保されている。

○衛星携帯電話が豊肥振興局、豊後大野土木事務所及び豊肥保健所に各１台

確保されている。

○豊肥保健所には、健康危機管理用及び精神対応用の携帯電話が２台ある。

○電気通信事業者等と、移動電源車や衛星中継通信回線の利用に関する連絡

体制を確保している。

【課題】●竹田総合庁舎、豊後大野総合庁舎は７２時間を超えて停電が続いた場合、

防災行政無線の電源が確保できない。豊肥保健所は防災行政無線及び災害

時優先電話は、停電となれば停電用バッテリーが利用できる１５分程度し

か通話できない。

●携帯電話や衛星携帯電話のバッテリーの利用時間が限られることから、非

常用の充電器等の確保が必要である。

【対策】①防災行政無線を日頃から積極的に利用し、操作に習熟させる。

②防災行政無線用の非常用発電の燃料確保、運搬方法を検討する。

③電話通信回線の故障対策について、関係機関と連絡体制を確保しておく。

④総務省九州総合通信局から、衛星携帯電話、ＭＣＡ無線機、可搬型衛星地球

局、簡易無線局の非常貸し出しを受ける。

第５章 業務継続のための執務環境の確保
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（６）情報システム

【現状】○情報システムを設置している大分市内のデータセンターも、耐震型フリーアク

セス構造で無停電電源装置、自家発電装置等を備え、また、係員が２４時間常

駐し、不測の事態に備えており、災害には十分に耐え得る状態にある。

○基幹システムのデータについて、バックアップや分散保管などにより、万一の

データ等破損時にも復旧できる体制を構築している。

【課題】●災害等緊急時には、情報システム及び情報通信基盤の物理的損傷、停電等によ

り利用不能となったシステムの早期復旧に職員だけでは対応できないことが想

定される。

●大規模災害対応では、平時の情報セキュリティポリシーの例外的な運用を求め

られる場合がある。

【対策】①システムの復旧は、緊急性の高い、災害復旧や住民の生活再建に必要なシス

テムから優先して対応する。

②県民生活直結の情報システムについては、平時より業務担当課と情報共有を

図り、情報管理部門による迅速かつ有効な復旧支援体制を構築する。

③システムの早期復旧のため、運用管理等の受託事業者と、手作業による代替

手段の確保や復旧手順の確認を事前に行い、また、緊急連絡体制の構築を徹底

する。

④緊急時には、最低限の情報セキュリティは確保したうえで、外部パソコンの

庁内ＬＡＮ接続などの例外措置を認める。

⑤医療機関情報、災害時要援護者情報等の発災直後に必要とされる情報については、

時期を定めて更新して、紙ベースの資料として、分散管理等を検討する。（豊肥保

健所）

（７）燃料

【現状】○大分県石油商業組合と協定を結び（平成１８年１０月）、災害対策基本法第７６

条に定める緊急通行車両や市町村等が行う炊き出し及び避難所の暖房等に必要

な燃料へ優先的に供給できる協力体制を構築している。

【課題】●発災時には、深刻な油類の不足が懸念されるため、発電設備に使用する燃料（Ａ

重油や軽油）や公用車のガソリン確保対策を講じておく必要がある。

【対策】①大分県石油商業組合との協定内容に災害対応に使用する公用車等の燃料を優

先的に確保できるような協定の見直しをする必要がある。

②公用車のガソリンのこまめな給油に努める。
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（８）公用車

【現状】○豊後大野総合庁舎の公用車の保管されている別棟については、耐震診断不

能である。また、車庫・倉庫棟につては、耐震診断等の安全性が未実施で

ある。

【課題】●豊後大野総合庁舎の別棟については、大規模地震の場合、倒壊する可能性が

あり、棟内に駐車中の公用車に被害が生じる恐れがある。

●豊後大野総合庁舎の車庫・倉庫棟は、大規模地震の場合、安全性が不足して

いる場合、倒壊すれば、棟内に駐車中の公用車に被害が生じる恐れがある。

【対策】①豊後大野総合庁舎の別棟は、改築をする必要がある。

②豊後大野総合庁舎の車庫・倉庫棟は、安全性の確認を早急に行うとともに、安

全性が不足している場合は、補強等の措置を講じる必要がある。

※庁舎の浸水、公用車の冠水（竹田総合庁舎）

【現状】○竹田総合庁舎は、過去に大雨による河川の氾濫被害にあっており、今後も

庁舎の浸水被害、公用車の冠水の可能性がある。

平成２５年度に竹田総合庁舎の機械室、電気室、土木事務所通用口に止水

板を設置した。

【課題】●庁舎の浸水対策と公用車の退避対策が必要である。

【対策】①正面玄関、南側通用口は平成２６年度に止水板を設置する予定である。

②公用車の退避対策を立てている。

（９）竹田総合庁舎の庁舎機能の確保

各庁舎が著しい損傷を受け、あるいは、周辺地域の被災、河川洪水による浸水などにより

登庁できなくなるなど、各庁舎において業務を行うことができないと判断される場合には、

代替施設において業務を行う。

竹田総合庁舎が使用できないと判断する基準は、概ね次のとおりである。

【判断基準】①各庁舎が著しい損傷を受け、安全に業務を実施することが困難な場合

②各種インフラ等の復旧に相当の時間を要し、各庁舎で継続して業務を行うこ

とが困難な場合

③周辺地域が甚大な被害を受け、当分の間、職員が登庁することが困難な場合

第５章 業務継続のための執務環境の確保
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（代替施設の選定）

・竹田総合庁舎

代替施設について、次の順に使用可能かどうか検討し、振興局長が速やかに決定する。

これらについては、毎年度検討を行い、代替施設候補リストを作って準備しておく。

①竹田総合庁舎周辺にある県有施設等

（竹田ダム建設事務所、豊肥振興局大野川上流開発事業事務所、農林水産研究指

導センター畜産研究部、竹田高等学校）

②竹田総合庁舎周辺にある公的施設

（竹田市役所、竹田中学校、竹田小学校）

③管内にある民間施設

（市内ホテル等）

＊これらはあくまでも例示であり、検討を行う中で、候補地を選定していく。
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第６章 業務継続力の向上

１ 業務継続体制の向上

業務継続への組織的な対応力の向上を図るためには、教育・訓練や点検・改善等の取組を継

続し、その結果等を大分県業務継続計画（豊肥地域版BCP)に反映させていくことが大事である。

（１）教育・訓練

災害発生時、適切に業務を継続するためには、本計画に定める取組を職員に周知、浸透さ

せるとともに、発災時に実際に計画に沿って行動できるよう対応力を向上させることが重要

である。

そこで、次に掲げる訓練の実施を検討する。

○ 職員参集確認

○ 防災ＧＩＳによる情報伝達、共有等の訓練

○ 各種通信機器の操作訓練

○ 地区災害対策本部の各班の初動対応訓練

○ 実践的な防災訓練 ほか

（２）点検・改善

上記の訓練等を通じて、本計画の実効性を絶えず検証するとともに、その際に発現した問

題点や教訓を踏まえ、逐次修正し改善を図る。

このように、訓練は、対応力の向上の機会のみにとどまらず、計画の点検・改善の機会と

しても有効に活用することが重要である。
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